
平成２３年度朝倉市人事行政の運営等の状況を公表します 問い合わせ　　総務部人事課

１　職員の任免状況

（1）職員の採用（平成２３年４月１日） 単位：人

（２）退職者（平成22年度退職者） 単位：人

（３）昇任者 単位：人

（４）降任者 単位：人

　 朝倉市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に基づき、市職員の任免・職員数・給与状況等の制度の概要や
その運営状況について、市民の皆さんにお知らせします。

計 男 女 計

一般事務Ａ 173 126 299

職　種
受験者 採用者

男 女

4 5 9

1 2 0 0 0

2 0 2

一般事務Ｂ 1

土木技術職 16 3 19

2 2

建築技術職（民間企業等経験者） 9 0 9 2 0

149 355 8 7

2

保育士 1 19 20 0

15

職　種
退職者
合計

定年退職者 その他退職者

男 女 計

合計 206

男 女 計

一般行政職 21 15 0 15 5 1 6

保育士 2 0 1 1 0 1 1

2 25 0技能労務職 7 2 3

21 5 4 9合計 30 17 4

職　種
昇任者数

備考
男 女 計

部長職昇任 2 0 2

課長職昇任 9 2 11

課長補佐職昇任 0 0 0

係長職昇任 10 5 15

男 男 女

合計 21 7 28

職種
部長→課長 課長→課長補佐 課長補佐→係長

女

係長→主査

男 女 男 女

0 0 0 0人数 0 0 0 0

　当市では、係長職以上の職にある職員が本人の病気や家族の介護などの理由
により、現在の職責を果たすことが困難な場合に、職員自ら降任を申し出ることが
できる「希望降任制度」を整備し、勤労意欲の向上を図り、組織の活性化を図って
います。

0 0一般事務Ｂ 6 0 6 0



２　職員数の状況

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）

１　職員数は一般職に属する職員数です。

２　[     ]内は、条例定数の合計です。

３　一般行政部門とは議会・総務・税務・労働・農林水産・商工・土木・民生・衛生所管の職員です。

４　教育部門とは、教育委員会の職員です。

５　公営企業等会計部門とは、水道・工業用水・下水道・国保・病院・介護保険・後期高齢者医療に係る職員です。

　(2) 年齢別職員構成の状況（平成23年４月１日現在）

　
区　　分 職　　員　　数 対前年

増減数
主な増減理由

部    門 平成22年 平成23年

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

390 人 382 人

教 育 部 門 57 人 52 人

△13人

〈参考〉

　　人口１万人当たり職員数　　　　　　　 　74.94人
 〈類似団体の人口１万人当たりの職員数78.49人）

△8人 事務業務の見直し

小　　計 390 人 382 人 △8人

〈参考〉

　　人口１万人当たり職員数　　　　 　　　65.96人
〈類似団体の人口１万人当たりの職員数57.74人）

欠員不補充

小 計 76 人 73 人 △3人

△5人 事務業務の見直し

小　計 447 人 434 人

[     -    ］

公
営
企

業
等
会

計
部
門

76 人 73 人 △3人

27歳 31歳

合 計

523 人 507 人 △16人 〈参考〉

　　人口１万人当たり職員数              87.55人
　　〈類似団体の人口１万人当たりの職員数 － 人）

[  570人 ] [  570人 ]

48歳 52歳

（注）

区　分

20歳 20歳 24歳 28歳

未満 23歳

～ ～

32歳 36歳 40歳 44歳

計

56歳 60歳

～ ～ ～ ～

51歳 55歳

～ ～ ～ ～

人 人

35歳 39歳 43歳 47歳

人 人

59歳 以上

職員数
人 人 人 人

36 49

人 人 人 人 人

1 14 33 27 61 89 77 63 56 1 507
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　(3) 職員数の推移

３　職員の給与の状況

　（１）　人件費・給与の状況

　①人件費の状況（普通会計決算）

　② 職員給与費の状況（普通会計決算）

１　職員手当には退職手当は含まれていません。

２　職員数は平成２２年４月１日現在の人数です。

  ③ ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

76 73 　　1(　　 1.4％)

総合計 557 546 534 523 507 △50(△ 9.0％)

公営企業等会計 72 79 76

52 △30(△36.6％)

普通会計計 485 467 458 447 434 △51(△10.5％)

教育 82 75 66 57

平成22年 平成23年

382 △21(△ 5.2％)

　　　　　　　年度
部門

平成１9年 平成20年 平成21年

区　分
住民基本台帳人口 歳出額　 実質収支

過去5年間の増減(率)

一般行政 403 392 392 390

（参考）

（22年度末） Ａ Ｂ Ｂ／Ａ 21年度の人件費率
人件費 人件費率

17.5

　　　　　千円 　　　　　　％
22年度

人　 　　　　　　　千円 　　　　　千円

　　　　　計　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ （類似団体平均）
区　分

職員数 給 与 費 一人当たり給与費

千円
22年度

人 千円 千円

（参考）一人当たり給与費

Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

千円 千円

447 1,792,029 261,634 648,752 2,702,415 6,046 5,959

千円

（注）

【参考】朝倉市地域手当補正後ラスパイレス指数
（平成２３年４月１日現在）

100.9

（注）

１　普通会計とは、地方財政決算統計上における会計区分で公営企業会計と事業会計以外のすべての会計をいいます。

２　人件費には、一般職に支給される給与や市長、議員、各種委員会などの特別職に支給される給料・報酬・手当のほか社
  会保険料の事業主負担分である共済費などの経費を含みます。

（注）

（注）

　　　　　　　　　　　％

57,913 26,553,027 853,663 4,213,886 15.9

１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。
２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。
３　「地域手当補正後ラスパイレス指数」とは、地域手当を加味した地域における地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス
  指数です。

（Ｈ１8）

100.5
（Ｈ18）

96.6

（Ｈ18）

97．4

(H23)

100.9
(H23)

９7．7

(H23)

９8．8
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105

朝倉市 類似団体平均 全国市平均



（２）　職員の平均給与月額、初任給等の状況

　①職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２３年４月１日現在）

　　ア　一般行政職

円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

２　平均年齢は、朝倉市については１２進法で表示しています。（福岡県・国・類似団体は１０進法）

　　イ　技能労務職

人 円 円 円

人 円 円 円

人 円 円 円

人 円 円 円

人 円 円 円

人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

　② 職員の初任給の状況（平成２３年４月１日現在）

円 円
円
円

円 円 円

　③ 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２３年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

１　経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後の年数をいうものです。

２　経験年数１０年とは、１０年以上１５年未満、１５年とは１５年以上２０年未満、２０年とは２０年以上２５年未満の区分に基づいています。

３　該当者がいない欄については「－」としています。

４　対象となる職員数が１人の場合は、個人の特定を避けるため、アスタリスク（＊）としています。

５　平均年齢は、朝倉市については１２進法で表示しています。（福岡県・国・類似団体は１０進法）

２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などの諸手当
 の額を合計したものであり、地方公務員実態調査において明らかにされているものです。

３　対象となる職員数が１人の場合は、個人の特定を避けるため、平均年齢、平均給料月額、平均給与月額、
 平均給与月額（国ベース）の欄をアスタリスク（＊）としています。

４　「平均給与月額（国ベース）」とは比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです（国家公務
 員の平均給与月額には時間外手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないため）。

平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

朝倉市        42歳3月 335,455 407,335 364,748

区分 平均年齢

福岡県 43.6 344,975 425,466 383,157

国 42.3 327,205

類似団体 43.7 332,547 401,218 362,919

１　一般行政職とは、行政職の職員から税務職、看護職、保健職、福祉職の職員を除いた職員です。

区　　分

公　務　員

平均年齢 職員数 平均給料月額

朝倉市 51歳2月 25 387,432

うち用務員 57歳1月 3 412,501

407,463

＊

417,868 417,868

399,864

うち自動車運転手 ＊ 1

428,964

＊＊

420,820

うち学校給食員 53歳1月

うち清掃職員 52歳11月 4 401,820

7 400,095 410,209 410,209

うちその他の技能労務職 46歳8月 10 361,999

389,825 370,559

382,541 375,489

類似団体 48.9

福岡県 52.3 888 340,170

福岡県 国

347,693 329,465

国 49.5 3,689 283,862 321,662 321,662

144,500 144,500

46 313,183

140,100

区　　　分 朝　　倉　　市

257,360 294,464

368,823

高　校　卒

一般行政職

大　学　卒 172,200 178,800
Ⅰ種　181,200
Ⅱ種　172,200

高　校　卒

区　　　         分 経 験 年 数 １ ０ 年 経 験 年 数 １ ５ 年 経 験 年 数 ２ ０ 年

287,095 340,812

339,838

技能労務職
高　校　卒 　　　　　　　　　　　　- ＊ 344,275

中　学　卒 　　　　　　　　　　　　-

一般行政職
大　学　卒

　　　　　　　　　　　　　　- 　　　　　　　　　　　　　　-

医　師　職
大　学　卒 　　　　　　　　　　　　- 　　　　　　　　　　　　　　- 　　　　　　　　　　　　　　-

高　校　卒 　　　　　　　　　　　　- 　　　　　　　　　　　　　　-

（注）

　　　　　　　　　　　　　　-

平均給与月額 平均給与月額
（国ベース）

（注） １　「平均給料月額」とは、平成２３年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

397,723 397,723

（国ベース）



（３）　一般行政職の級別職員数等の状況

　①一般行政職の級別職員数の状況（平成２３年４月１日現在）

１　朝倉市職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  平成１８年度に９級制から７級制に変更しています。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ統合）　

構成比区　　分 標準的な職務内容 職員数

１　　級 主事の職務
20人 5.6%

２　　級 主査の職務
16人 4.5%

３　　級
・主査の職務又は職務の複雑、困難及び責任の度がこれらと同程度のものとして規則で定める
職の職務
・係長、保育所長及び主任主査の職務

　

124人 34.8%

４　　級
・係長、保育所長及び主任主査で相当の経験を有する者の行う職務又は職務の複雑、困難及
び責任の度がこれらと同程度のものとして規則で定める職の職務
・課長補佐、次長及び参事補佐の職務

　

153人 43.0%

５　　級

・課長補佐、次長及び参事補佐で相当の経験を有する者の行う職務又は職務の複雑、困難及
び責任の度がこれらと同程度のものとして規則で定める職の職務
・課長、局長（議会事務局長を除く。）、所長（保育所長を除く。）、室長、支所長及び参事の職
務

　

11人 3.1%

６　　級

・課長、局長（議会事務局長を除く。）、所長（保育所長を除く。）、室長、支所長及び参事で相
当の経験を有する者の行う職務又は職務の複雑、困難及び責任の度がこれらと同程度のもの
として規則で定める職の職務
・部長及び議会事務局長の職務

　

25人 7.0%

７　　級 部長及び議会事務局長で相当の経験を有する者の行う職務
　

7人 2.0%

（注）

（注）

5.6% 5.5% 0.3%
4.5% 3.6%

0.8%

34.8% 36.2%

7.0%

43.0% 39.4%

25.1%

3.1% 6.0%

13.3%

7.0% 7.4%

35.0%

2.0% 1.9%

9.4%
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2.1%
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（４）　職員の手当の状況

　① 期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（２２年度支給割合） （２２年度支給割合） （２２年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 5%～15% ・役職加算  5%～20% ・役職加算  5%～20%

・管理職加算 10%～25% ・管理職加算 10%～25%

　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

　② 退職手当（平成２３年４月１日現在）　

（支給率）　　　　自己都合    　 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（2%～20%加算） （2%～20%加算）

退職手当の１人当たりの平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額です。

　③ 地域手当　

１　地域手当については、派遣職員等に支給しています。

２　対象となる職員数が１人の場合は、個人の特定を避けるため、支給職員１人当たり平均支給年

　額欄及び支給対象職員数欄をアスタリスク（＊）としています。

３　派遣職員等以外で朝倉市内に在勤する職員については、平成21年度から不支給に改定しています。

朝　　倉　　市 福岡県 国

１人当たり平均支給額（２２年度決算） １人当たり平均支給額（２２年度決算）

1,459 1,586 －

2.60 1.35 2.60 1.35 2.60 1.35

( 1.45 ) (0.65) ( 1.45 ) (0.65) ( 1.45 ) (0.65)

人事評価が未実施であるため、成績率に差を設けず、一律の支給を行った。

朝　　倉　　市 国

（支給率）　　　　　自己都合　　　勧奨・定年

23.50 30.55 23.50 30.55

33.50 41.34 33.50 41.34

47.50 59.28 47.50 59.28

支給職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算） ＊    　円

59.28 59.28 59.28 59.28

定年前早期退職特例措置 定年前早期退職特例措置

１人当たりの平均支給額
　                             24,503千円

１人当たりの平均支給額
　　　　　　　　　　　　　　　未公表

（注）

支給実績（２２年度決算） ４７８　　千円

福岡市 10% ＊人 10%

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

0%

（注）

朝倉市 3.5% ＊人

（注）



 　④ 特殊勤務手当　

支給実績（２２年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算） 　円

職員全体に占める手当支給職員の割合（２２年度） 　％

手当の種類（手当数） 種類

診療所に勤務する医師業務

　⑤ 時間外勤務手当

千円

千円

　⑥ その他の手当　

扶養親族　１人当たり

※管理職手当は、平成２３年７月から管理職員の職務・職責を端的に反映できるよう、定率制から定額制に移行しています。

7

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給単価（月額）

17,256

1,725,600

2.0

Ｘ線科手当 薬剤師・医療技術職 診療所のX線業務 10,000円

薬剤師手当 薬剤師・医療技術職 診療所の薬剤業務 10,000円

臨床検査技師手当 薬剤師・医療技術職 診療所の臨床検査業務 10,000円

看護師手当 看護師職 診療所の看護業務  1,600円

医師手当 医師職 診療所に勤務する医師業務

医師研究研修手当 医師職

200,000円

医師調整手当 医師職 診療所に勤務する医師業務 200,000円

平均支給年額

（２２年度決算）

手当名 内容及び支給単価（月額）
国の制度
との異同

支給職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算） 305

国の制度と
異なる内容

扶養
手当

配　偶　者 13,000 円

同

300,000円

支給実績（２２年度決算） 142,356

支給実績
（２２年度決算）

支給職員１人当たり

249,330 円

そ
の
他
の
扶
養

親
族

6,500円

配偶者がいない場合（１人目のみ） 11,000 円

満１６歳以上２２歳までの子１
人についての加算額

5,000 円

－ 61,585 千円

住居
手当

借家（借間）の場合の支給限度額 27,000 円 同

通勤
手当

交通
機関

６ケ月定期券等相当分
１ケ月当たり支給限度額

55,000 円

交通
用具

給料月額×12%

236,151 円
持ち家（新築・購入の日から５年間） 2,500 円 異 支給なし

－
24,560 千円

同 －

40,180 千円 103,023 円

2,000円～
24,500円

通勤距離に応じて 3,300円～ 異

656,032 円
管理職
手当 異※ 職務毎の

支給額
27,554 千円

部 長 級 給料月額×15%

課 長 級



（５）　特別職の報酬等の状況（平成２３年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

４　職員の勤務時間その他勤務条件の状況

（１）勤務時間及び休憩時間

※保育所、図書館、診療所は市民の皆さんの利便を図るため職員の変則・変形勤務を行っています。

（２）休暇制度の概要

1　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額および支給率に基づき、１期（４年＝４８月）
 勤めた場合の退職手当の見込額です。

（注）

給
料

（参考）類似団体における最高／最低額

市 長 843,000 990,000 500,000

副 市 長 683,000

区 分 給 料 月 額 等

副 議 長 413,000 620,000 295,000

802,000 395,000

467,000 690,000 359,000

273,000

期
末
手
当

市　　　　　 長 　　（22年度支給割合）

副 市 長 2.60

議 長 　　（22年度支給割合）

報
酬

議 長

退
職
手
当

（算定方式） （１期の手当額）

386,000 560,000議       員

副 議 長 2.60

議 員

（支給時期）

市　　　　　　長
退職日における給料月額×

100分の510×勤続年数
17,197,200 円 任期ごとに支給

副　　市　　長
退職日における給料月額×

100分の300×勤続年数
8,196,000 円 任期ごとに支給

種類 事由及び付与日数

勤務時間 開始時間 終了時間 休憩時間

週３８時間４５分 午前８時３０分 午後５時１５分 午後０時から１時間

有
給

年次有給休暇 １年につき最高２０日間付与（前年からの繰り越し分を含めると最高４０日間）

主
な
特
別
休
暇

病気休暇 負傷又は疾病のため療養する必要がある場合（９０日間を限度、疾病により１８０日間を限度）

産前産後 妊娠中の女性職員が出産するため就業できない場合（産前産後各８週以内）

子の看護
中学校就学の始期に達するまでの子（当該職員の配偶者の子を含む。）の負傷又は疾病に係る看護
を行うため勤務しないことが相当と認められるとき。（一の年において５日（複数の当該子を有する職員
にあっては、１０日））

忌　　　引 親族が死亡した場合（血縁関係により日数は異なる。）

夏季休暇 ７月から９月までの夏季における心身の健康維持増進のため（６日間）

その他　 育児時間・男性職員の出産補助休暇・結婚休暇・など

無
給

育児休業
職員の３歳に満たない子を養育するため育児休業をすることができる制度(育児休業に係る子が３歳に
達する日まで）

介護休暇
職員の家族のうち規則で定める者で負傷、疾病又は老齢により規則で定める期間にわたり日常生活を
営むのに支障があるものの介護をするため、認められる場合（２週間以上６ヵ月以内）



５　分限・懲戒処分の状況

平成２２年度の分限処分・懲戒処分者数

※分限処分の休職は、心身の故障による病気休職の件数です。

※地方公務員法第２８条に基づく分限処分、地方公務員法第２９条に基づく懲戒処分の状況です。

※分限処分の休職者の給与は発令より１年以内は８０％支給、１年を超えた場合は無給となります。

６　職員の服務の状況

主な休暇の取得状況

年次有給休暇の平均取得日数 育児休業取得者数

７　研修の状況

職員研修の実施状況と参加者数

役職者研修、政策形成能力向上研修

８　職員の福祉と利益の保護状況

定期健康診断などの受診

健康教育の概要

休職 戒告

0処分件数 0 8 0

平成２１年

1

区分
分限処分 懲戒処分

免職 降任 免職 停職 減給

種類 取得者数（実人数）

0 1

11.0日／人 10.6日／人 17　　人

平成２２年 平成２１年 平成２２年

28　　人

主
な
特
別
休
暇

病気休暇 12　　　　人

産前産後 11  　　　人

子の看護 61　　　　人

忌引 112　　　　人

その他 67 　 　　人

主な内容 人数区分

夏季休暇 497　　　　人

介護休暇 0　　　　人

独自研修
新規採用職員研修 文書取扱及びファイリング・情報公開制度、給与・勤務条件・福利厚生他 １７人

その他研修 ８１５人

９人

派遣研修

福岡県市町村職員研修所 階層別、税務（固定資産税・市町村民税）、改善力向上、ｺｰﾁﾝｸﾞ、OA他 ９３人

全国市町村国際文化研究所 平成２２年度変革期の自治体財務～制度と最近の動向～ １人

件数

定期健康診断 512　人 公務災害 １　　人

福岡県建設技術情報ｾﾝﾀｰ 土木初任者研修、土木施行管理研修、道路計画設計研修、土木材料研修（ｺﾝｸﾘｰﾄ・ｱｽﾌｧﾙﾄ）

通勤災害 １　　人

区分 参加人数

メンタルヘルス学習会 ３３　人

区分 受診者 区分



福利厚生事業

事業費等

主な事業

慶弔給付（会費・負担金運用） 10,080 千円 延べ349人

市負担金 8,606 千円

会員会費 8,603 千円

区分 支出額 参加人数等


